
鑑 定 評 価 書 年地価調査）　別記様式第６

宅地-1

基準地番号 提出先 所属分科会名 業者名

氏名 不動産鑑定士

鑑定評価額 円 １㎡当たりの価格 円/㎡

1 基本的事項

(1)価格時点 (4)鑑定評価日 (6) [ 年 1月] 円/㎡
路
線
価

路線価又は倍率 倍
(2)実地調査日 (5)価格の種類 正常価格 倍率種別

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

2 鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1) ①所在及び地番並びに ②地積 ⑨法令上の規制等

基
準
地

「住居表示」等 (㎡) ( )

③形状 ④敷地の利用の現況 ⑤周辺の土地の利用 ⑥接面道路の状況 ⑦供給 ⑧主要な交通施設との

　の状況 処理施   接近の状況

設状況

(その他)

(2) ①範囲 東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北 ｍ ②標準的使用

近
隣
地
域

③標準的画地の形状等 間口 約 ｍ、奥行 約 ｍ、規模 ㎡程度、形状

④地域的特性
特記

事項

街

路

交通

施設

法令

規制

⑤地域要因の
　将来予測

(3) 最有効使用の判定 (4)対象基準地

(5)鑑定評価の手法
取引事例比較法 比準価格 円/㎡

   の個別的要
   因        

　 の適用        収益還元法 収益価格 円/㎡

原価法 積算価格 円/㎡

開発法 開発法による価格 円/㎡

(6)市場の特性　　

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由 　  　   

(8) ① 代表標準地 標準地 ②時点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的 ⑥対象基準地 ⑦
内
訳

標
準
化
補
正

街路 地
域
要
因

街路

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

標準地番号   修正   補正   因の比   要因の 　の規準価格 交通 交通

  較 　比較 (円/㎡) 環境 環境

公示価格 画地 行政
[ ] 100 100 [ ]

行政 その他
円/㎡ 100 [ ] [ ] 100

その他

(9) ①指定基準地番号 ②時点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的 ⑥対象基準地 ⑦
内
訳

標
準
化
補
正

街路 地
域
要
因

街路

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

  修正   補正   因の比   要因の 　の比準価格 交通 交通

  較 　比較 (円/㎡) 環境 環境

  前年指定基準地の価格 画地 行政
[ ] 100 100 [ ]

行政 その他
円/㎡ 100 [ ] [ ] 100

その他

(10) ①-1 対象基準地の検討 ③ ［
一般的

］
対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

ら
の
検
討

継続 新規 価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

要  因

前年標準価格 円/㎡

①-2 基準地が共通地点（代表標準地等と
［ 地  域 ］

　 　同一地点）である場合の検討 要  因

代表標準地 標準地

標準地番号
［
個別的

］
公示価格 円/㎡ 要  因

②変動率 年間 ％ 半年間 ％

（令和 7 令和  7年  7月  7日提出

中村(県)-1

中村(県)-1 愛知県 愛知第１

有限会社鈴河

鈴木　智行

53,500,000 250,000

令和  7年  7月  1日

令和  7年  4月  8日

令和  7年  7月  4日 令和  7 180,000

名古屋市中村区二ツ橋町４丁目３２番
214

1:1.5 住宅
Ｗ2

中小規模一般住宅が
多く建ち並ぶ住宅地
域

南5.4m市道 水道、
ガス、
下水

太閤通
800m

１住居
( 60, 200 )
準防

( 70, 200 )

80 20 30 20 低層住宅地

10 18 180 長方形

特にない 基準方位北、５．
４ｍ市道

太閤通駅
南西方800m

１住居
( 70, 200 )
準防

特段の変動要因は見受けられず、当面は現状のまま維持するものと予測される。

低層住宅地

250,000

79,100

／

／

方位 +9.0

同一需給圏は名古屋市中村区及びその周辺区に存する住宅地域である。需要者は、主に個人であり、戸建住宅建築目的
のための取引が多い。名古屋市外からの転入を見込める地域であり、一定の需要があるため、市場の需給は安定的に推
移している。土地は１５００～５０００万円程度、新築戸建住宅は２５００～８０００万円程度が取引の中心と考えら
れるが、近年は土地の細分化が進み、規模その他の条件に伴い、一定の傾向は見出せない。

比準価格は太閤通駅南西部に所在する事例から比準している。周辺地域には賃貸用共同住宅も見られるため収益還元法
を適用したが、低く査定された。当該住宅地においては収益性よりも快適性・利便性が重視されると考えられる。以上
、検討の結果、需要者の投資行動の適合性の観点より、比準価格を中心に、収益価格は参考程度とし、代表標準地との
検討を踏まえ、鑑定評価額を上記の通り決定した。

■ □

名古屋中村-8

265,000

101.1

109.0 107.1

109.0
250,000

0.0

0.0

0.0

+9.0

0.0
0.0

0.0

+6.0

+1.0

0.0

0.0

■ □

244,000

□ □

+2.5

緩和的な金融環境の継続等を背景に投資需要は底堅く推移し
てきたが、建築費高騰や世界情勢に加え、今後の金利の動向
に注意が必要。

名古屋駅に近い利便性の良い住宅地は堅調に推移している。

個別的要因に変動はない。



鑑 定 評 価 書 年地価調査）　別記様式第６

宅地-1

基準地番号 提出先 所属分科会名 業者名

氏名 不動産鑑定士

鑑定評価額 円 １㎡当たりの価格 円/㎡

1 基本的事項

(1)価格時点 (4)鑑定評価日 (6) [ 年 1月] 円/㎡
路
線
価

路線価又は倍率 倍
(2)実地調査日 (5)価格の種類 正常価格 倍率種別

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

2 鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1) ①所在及び地番並びに ②地積 ⑨法令上の規制等

基
準
地

「住居表示」等 (㎡) ( )

③形状 ④敷地の利用の現況 ⑤周辺の土地の利用 ⑥接面道路の状況 ⑦供給 ⑧主要な交通施設との

　の状況 処理施   接近の状況
設状況

(その他)

(2) ①範囲 東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北 ｍ ②標準的使用

近
隣
地
域

③標準的画地の形状等 間口 約 ｍ、奥行 約 ｍ、規模 ㎡程度、形状

④地域的特性
特記

事項

街

路

交通

施設

法令

規制

⑤地域要因の
　将来予測

(3) 最有効使用の判定 (4)対象基準地

(5)鑑定評価の手法
取引事例比較法 比準価格 円/㎡

   の個別的要
   因        

　 の適用        収益還元法 収益価格 円/㎡

原価法 積算価格 円/㎡

開発法 開発法による価格 円/㎡

(6)市場の特性　　

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由 　  　   

(8) ① 代表標準地 標準地 ②時点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的 ⑥対象基準地 ⑦
内
訳

標
準
化
補
正

街路 地
域
要
因

街路

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

標準地番号   修正   補正   因の比   要因の 　の規準価格 交通 交通

  較 　比較 (円/㎡) 環境 環境

公示価格 画地 行政
[ ] 100 100 [ ]

行政 その他
円/㎡ 100 [ ] [ ] 100

その他

(9) ①指定基準地番号 ②時点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的 ⑥対象基準地 ⑦
内
訳

標
準
化
補
正

街路 地
域
要
因

街路

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

  修正   補正   因の比   要因の 　の比準価格 交通 交通

  較 　比較 (円/㎡) 環境 環境

  前年指定基準地の価格 画地 行政
[ ] 100 100 [ ]

行政 その他
円/㎡ 100 [ ] [ ] 100

その他

(10) ①-1 対象基準地の検討 ③ ［
一般的

］
対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

ら
の
検
討

継続 新規 価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

要  因

前年標準価格 円/㎡

①-2 基準地が共通地点（代表標準地等と
［ 地  域 ］

　 　同一地点）である場合の検討 要  因

代表標準地 標準地

標準地番号
［
個別的

］
公示価格 円/㎡ 要  因

②変動率 年間 ％ 半年間 ％

（令和 7 令和  7年  7月  7日提出

中村(県)-2

中村(県)-2 愛知県 愛知第１

大和不動産鑑定株式会社名古屋支社

齋藤　善彦

61,100,000 268,000

令和  7年  7月  1日

令和  7年  6月 13日

令和  7年  7月  4日 令和  7 195,000

名古屋市中村区砂田町１丁目３２番
228

1:1.5 住宅
ＬＳ2

一般住宅のほかにア
パート等が見られる
住宅地域

南5.4m市道 水道、
ガス、
下水

中村公園
210m

１住居
( 60, 200 )
準防

( 70, 200 )

110 50 40 40 低層住宅地

10 18 180 長方形

特にない 基準方位北、５．
４ｍ市道

中村公園駅
南西方210m

１住居
( 70, 200 )
準防

熟成した既成住宅地域であり、地域に特段の変化はない。当面は現状の地域性を維持すると予測する。

低層住宅地

268,000

154,000

／

／

方位 +9.0

同一需給圏は中村区に存する最寄駅から徒歩圏内の住宅地域である。需要者は中村区在住の給与所得者層が中心で、他
市区町からの転入者も見られる。地下鉄東山線利用による名古屋駅までの近さ、中村公園駅周辺の利便性や居住環境等
が評価され、住宅需要は堅調である。近年では総額を抑えた小規模住宅の供給が増えており、中心価格帯は土地のみで
３～４千万円程度、新築戸建住宅で５千万円程度である。

比準価格は中村区の類似する住宅地の事例から試算しており、市場の実勢を反映している。収益価格は賃貸アパートを
想定したが、画地規模が小さく低層利用のため、低位に試算された。居住の快適性が重視される戸建住宅需要を中心と
する当地域では比準価格が重視され、収益性の観点は希薄と言える。以上により、比準価格を採用し、収益価格は参考
に留め、鑑定評価額を上記のとおり決定した。

■ □

名古屋中村-8

265,000

101.1

109.0 /

109.0
268,000

0.0

0.0

0.0

+9.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

■ □

263,000

■ □

名古屋中村-8

265,000

+1.9 +1.1

都心部を中心に地価は上昇基調が続いているが、国際情勢や
世界的なインフレの進行、建築費高騰、金融資本市場の変動
が注視される。

既成住宅地域であり、地域要因に特段の変化はないが、地下
鉄駅に近く利便性が良好なため、住宅需要は堅調で地価は上
昇傾向にある。

個別的要因に変動はない。



鑑 定 評 価 書 年地価調査）　別記様式第６

宅地-1

基準地番号 提出先 所属分科会名 業者名

氏名 不動産鑑定士

鑑定評価額 円 １㎡当たりの価格 円/㎡

1 基本的事項

(1)価格時点 (4)鑑定評価日 (6) [ 年 1月] 円/㎡
路
線
価

路線価又は倍率 倍
(2)実地調査日 (5)価格の種類 正常価格 倍率種別

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

2 鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1) ①所在及び地番並びに ②地積 ⑨法令上の規制等

基
準
地

「住居表示」等 (㎡) ( )

③形状 ④敷地の利用の現況 ⑤周辺の土地の利用 ⑥接面道路の状況 ⑦供給 ⑧主要な交通施設との

　の状況 処理施   接近の状況
設状況

(その他)

(2) ①範囲 東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北 ｍ ②標準的使用

近
隣
地
域

③標準的画地の形状等 間口 約 ｍ、奥行 約 ｍ、規模 ㎡程度、形状

④地域的特性
特記

事項

街

路

交通

施設

法令

規制

⑤地域要因の
　将来予測

(3) 最有効使用の判定 (4)対象基準地

(5)鑑定評価の手法
取引事例比較法 比準価格 円/㎡

   の個別的要
   因        

　 の適用        収益還元法 収益価格 円/㎡

原価法 積算価格 円/㎡

開発法 開発法による価格 円/㎡

(6)市場の特性　　

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由 　  　   

(8) ① 代表標準地 標準地 ②時点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的 ⑥対象基準地 ⑦
内
訳

標
準
化
補
正

街路 地
域
要
因

街路

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

標準地番号   修正   補正   因の比   要因の 　の規準価格 交通 交通

  較 　比較 (円/㎡) 環境 環境

公示価格 画地 行政
[ ] 100 100 [ ]

行政 その他
円/㎡ 100 [ ] [ ] 100

その他

(9) ①指定基準地番号 ②時点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的 ⑥対象基準地 ⑦
内
訳

標
準
化
補
正

街路 地
域
要
因

街路

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

  修正   補正   因の比   要因の 　の比準価格 交通 交通

  較 　比較 (円/㎡) 環境 環境

  前年指定基準地の価格 画地 行政
[ ] 100 100 [ ]

行政 その他
円/㎡ 100 [ ] [ ] 100

その他

(10) ①-1 対象基準地の検討 ③ ［
一般的

］
対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

ら
の
検
討

継続 新規 価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

要  因

前年標準価格 円/㎡

①-2 基準地が共通地点（代表標準地等と
［ 地  域 ］

　 　同一地点）である場合の検討 要  因

代表標準地 標準地

標準地番号
［
個別的

］
公示価格 円/㎡ 要  因

②変動率 年間 ％ 半年間 ％

（令和 7 令和  7年  7月  7日提出

中村(県)-3

中村(県)-3 愛知県 愛知第１

株式会社クオリティアプレイザル

三宅　真吾

41,100,000 260,000

令和  7年  7月  1日

令和  7年  6月 15日

令和  7年  7月  4日 令和  7 205,000

名古屋市中村区松原町１丁目４６番１
「松原町１―４６―１」

158

1:2.5 住宅
Ｗ2

一般住宅を中心にア
パート、駐車場等も
見られる住宅地域

北5.4m市道 水道、
ガス、
下水

本陣
320m

１住居
( 60, 200 )
準防

( 70, 200 )

70 50 20 25 低層住宅地

10 16 160 長方形

中村区役所が令和５年１月
に本陣駅近くに移設された
。

基準方位　北５．
４ｍ市道　

本陣駅
東方320m

１住居
( 70, 200 )
準防

区役所移設により、利便性は良くなっており、住宅の建替え等が進む可能性も期待される。

低層住宅地

260,000

／

／

／

方位 0.0

同一需給圏は中村区を中心に地下鉄東山線、桜通線沿線の住宅地域を圏域とする。名古屋駅からの距離に比して、土地
価格に相対的な割安感があり、住宅需要は安定的に推移している。近年では小規模な宅地に３階建の戸建住宅が増えて
いる。ただし、建築費の高騰や金利上昇に伴う土地価格への影響が懸念される。

対象地は、戸建住宅を中心とした住宅地域に存する。地域内の取引は自用目的が中心である。一部に賃貸用共同住宅が
見られるものの、対象地については画地条件の制約等から収益還元法の適用を断念した。以上より規範性のある取引事
例から求めた比準価格を採用し、標準地との検討を踏まえた結果、鑑定評価額を上記の通り決定した。

■ □

名古屋中村-8

265,000

101.1

109.0 95.0

100.0
259,000

0.0

0.0

0.0

+9.0

0.0

0.0

0.0

-1.0

-4.0

0.0

0.0

■ □

253,000

□ □

+2.8

建築費高騰、トランプ関税、金利上昇等、景気変動の不安材
料が多い。一部の地域では住宅市場において停滞感が出てい
る。

地下鉄駅に近い利便性の良い住宅地は堅調に推移している。

個別的要因に変動はない。



鑑 定 評 価 書 年地価調査）　別記様式第６

宅地-1

基準地番号 提出先 所属分科会名 業者名

氏名 不動産鑑定士

鑑定評価額 円 １㎡当たりの価格 円/㎡

1 基本的事項

(1)価格時点 (4)鑑定評価日 (6) [ 年 1月] 円/㎡
路
線
価

路線価又は倍率 倍
(2)実地調査日 (5)価格の種類 正常価格 倍率種別

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

2 鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1) ①所在及び地番並びに ②地積 ⑨法令上の規制等

基
準
地

「住居表示」等 (㎡) ( )

③形状 ④敷地の利用の現況 ⑤周辺の土地の利用 ⑥接面道路の状況 ⑦供給 ⑧主要な交通施設との

　の状況 処理施   接近の状況
設状況

(その他)

(2) ①範囲 東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北 ｍ ②標準的使用

近
隣
地
域

③標準的画地の形状等 間口 約 ｍ、奥行 約 ｍ、規模 ㎡程度、形状

④地域的特性
特記

事項

街

路

交通

施設

法令

規制

⑤地域要因の
　将来予測

(3) 最有効使用の判定 (4)対象基準地

(5)鑑定評価の手法
取引事例比較法 比準価格 円/㎡

   の個別的要
   因        

　 の適用        収益還元法 収益価格 円/㎡

原価法 積算価格 円/㎡

開発法 開発法による価格 円/㎡

(6)市場の特性　　

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由 　  　   

(8) ① 代表標準地 標準地 ②時点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的 ⑥対象基準地 ⑦
内
訳

標
準
化
補
正

街路 地
域
要
因

街路

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

標準地番号   修正   補正   因の比   要因の 　の規準価格 交通 交通

  較 　比較 (円/㎡) 環境 環境

公示価格 画地 行政
[ ] 100 100 [ ]

行政 その他
円/㎡ 100 [ ] [ ] 100

その他

(9) ①指定基準地番号 ②時点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的 ⑥対象基準地 ⑦
内
訳

標
準
化
補
正

街路 地
域
要
因

街路

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

  修正   補正   因の比   要因の 　の比準価格 交通 交通

  較 　比較 (円/㎡) 環境 環境

  前年指定基準地の価格 画地 行政
[ ] 100 100 [ ]

行政 その他
円/㎡ 100 [ ] [ ] 100

その他

(10) ①-1 対象基準地の検討 ③ ［
一般的

］
対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

ら
の
検
討

継続 新規 価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

要  因

前年標準価格 円/㎡

①-2 基準地が共通地点（代表標準地等と
［ 地  域 ］

　 　同一地点）である場合の検討 要  因

代表標準地 標準地

標準地番号
［
個別的

］
公示価格 円/㎡ 要  因

②変動率 年間 ％ 半年間 ％

（令和 7 令和  7年  7月  7日提出

中村(県)-4

中村(県)-4 愛知県 愛知第１

株式会社谷澤総合鑑定所中部支社

小椋　真一郎

411,000,000 790,000

令和  7年  7月  1日

令和  7年  6月 10日

令和  7年  7月  4日 令和  7 550,000

名古屋市中村区則武２丁目２２０１番
「則武２－２２－２」

520

1:1 共同住宅
ＲＣ14

一般住宅、中高層共
同住宅、事務所等が
混在する地域

東6m市道、
三方路

水道、
ガス、
下水

地下鉄名古屋
540m

商業
( 80, 400 )
準防

駐車場整備地区
( 90, 360 )

20 25 30 20 中高層共同住宅地

20 30 600 長方形

特にない ６ｍ市道 地下鉄名古屋駅
西方540m

商業
駐車場整備地区
( 90, 360 )
準防

名古屋駅徒歩圏内に位置する利便性等から今後分譲、賃貸マンションへの転用が増えていくものと予測される。

高層共同住宅地

798,000

／

／

725,000

三方路 +1.0

同一需給圏は中村区及び中区等の都心接近性が良好なマンション適地を擁する地域である。需要者の中心は大手及び地
元マンションデベロッパーである。建築費高騰や金利の先高観等が懸念される中、都心部のマンション適地については
需要が強含みである。市場における取引水準は画地条件、行政的条件等によりバラつきがあるため、一定の水準の把握
は困難である。

比準価格は画地規模が類似する同一需給圏内の代替競争不動産に係る取引事例を採用して求めたもので、市場の実態を
反映した客観的かつ実証的な価格で高い説得力を有する。開発法による価格は、主たる需要者の観点からマンション開
発想定に基づいた投資採算性を反映した価格であるものの想定要素を多く含んでいる。したがって、本件では比準価格
を重視し、開発法による価格を比較考量し、更に標準地との検討を踏まえ、上記のとおり鑑定評価額を決定した。

□ ■

名古屋中-4

1,600,000

102.5

106.0 197.8

101.0
790,000

0.0

0.0

0.0

+6.0

0.0

0.0

+3.0

-1.0

+59.0

+22.0

0.0

■ □

690,000

□ □

+14.5

不動産市場は堅調に推移しているものの、建築費高騰や世界
情勢、金利の動向等が不動産市場に及ぼす影響には注視を要
する。

地域要因に特段の影響要因は認められない。

個別的要因に変動はない。



鑑 定 評 価 書 年地価調査）　別記様式第６

宅地-1

基準地番号 提出先 所属分科会名 業者名

氏名 不動産鑑定士

鑑定評価額 円 １㎡当たりの価格 円/㎡

1 基本的事項

(1)価格時点 (4)鑑定評価日 (6) [ 年 1月] 円/㎡
路
線
価

路線価又は倍率 倍
(2)実地調査日 (5)価格の種類 正常価格 倍率種別

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

2 鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1) ①所在及び地番並びに ②地積 ⑨法令上の規制等

基
準
地

「住居表示」等 (㎡) ( )

③形状 ④敷地の利用の現況 ⑤周辺の土地の利用 ⑥接面道路の状況 ⑦供給 ⑧主要な交通施設との

　の状況 処理施   接近の状況

設状況

(その他)

(2) ①範囲 東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北 ｍ ②標準的使用

近
隣
地
域

③標準的画地の形状等 間口 約 ｍ、奥行 約 ｍ、規模 ㎡程度、形状

④地域的特性
特記

事項

街

路

交通

施設

法令

規制

⑤地域要因の
　将来予測

(3) 最有効使用の判定 (4)対象基準地

(5)鑑定評価の手法
取引事例比較法 比準価格 円/㎡

   の個別的要
   因        

　 の適用        収益還元法 収益価格 円/㎡

原価法 積算価格 円/㎡

開発法 開発法による価格 円/㎡

(6)市場の特性　　

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由 　  　   

(8) ① 代表標準地 標準地 ②時点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的 ⑥対象基準地 ⑦
内
訳

標
準
化
補
正

街路 地
域
要
因

街路

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

標準地番号   修正   補正   因の比   要因の 　の規準価格 交通 交通

  較 　比較 (円/㎡) 環境 環境

公示価格 画地 行政
[ ] 100 100 [ ]

行政 その他
円/㎡ 100 [ ] [ ] 100

その他

(9) ①指定基準地番号 ②時点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的 ⑥対象基準地 ⑦
内
訳

標
準
化
補
正

街路 地
域
要
因

街路

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

  修正   補正   因の比   要因の 　の比準価格 交通 交通

  較 　比較 (円/㎡) 環境 環境

  前年指定基準地の価格 画地 行政
[ ] 100 100 [ ]

行政 その他
円/㎡ 100 [ ] [ ] 100

その他

(10) ①-1 対象基準地の検討 ③ ［
一般的

］
対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

ら
の
検
討

継続 新規 価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

要  因

前年標準価格 円/㎡

①-2 基準地が共通地点（代表標準地等と
［ 地  域 ］

　 　同一地点）である場合の検討 要  因

代表標準地 標準地

標準地番号
［
個別的

］
公示価格 円/㎡ 要  因

②変動率 年間 ％ 半年間 ％

（令和 7 令和  7年  7月  7日提出

中村(県)-5

中村(県)-5 愛知県 愛知第１

プロパティパートナーズ株式会社

加藤　雅也

23,200,000 247,000

令和  7年  7月  1日

令和  7年  6月 17日

令和  7年  7月  3日 令和  7 190,000

名古屋市中村区中村町２丁目７２番２
94

1:2 住宅
Ｗ2

小規模一般住宅が建
ち並ぶ住宅地域

北5.4m市道 水道、
ガス、
下水

中村日赤
250m

１住居
( 60, 200 )
準防

( 70, 200 )

150 80 150 30 低層住宅地

10 14 140 長方形

特にない。 基準方位北　　　
５．４ｍ市道

中村日赤駅
西方250m

１住居
準防
( 70, 200 )

地下鉄駅への接近性が良い戸建住宅地域として熟成しており、特に目立った変動要因がないことから当面は現状のまま
推移してゆくものと予測される。

低層住宅地

247,000

／

／

／

方位 0.0

同一需給圏は地下鉄東山線沿線で最寄駅から徒歩圏の住宅地域の圏域で、需要者は中村区内及び周辺市区町の居住者又
は建売等を行う不動産業者。供給は小規模な建売分譲等が中心である。近年は総額を抑えた小規模住宅の供給が増加傾
向にある。取引の中心となる価格帯は、土地のみで２０００万円～３０００万円程度、新築戸建住宅で４０００万円～
５０００万円程度である。

比準価格は地下鉄沿線の住宅地で類似性のある取引事例を採用して求めたものでその精度は高く説得力も高い。画地規
模が小さく、経済合理的な賃貸住宅の想定が困難であることから、収益価格は試算しなかった。対象基準地は画地規模
から快適性を重視する戸建住宅用地としての取得が中心となるので、比準価格を採用して、代表標準地との検討を踏ま
え、鑑定評価額を上記のとおり決定した。

■ □

名古屋中村-8

265,000

101.1

109.0 100.0

100.0
246,000

0.0

0.0

0.0

+9.0

0.0
0.0

0.0

+1.0

-1.0

0.0

0.0

■ □

233,000

□ □

+6.0

低金利を背景に不動産市場は堅調に推移しているが、今後に
おいては、世界情勢や物価動向が注視される。

熟成度の高い住宅地域であり、地域要因に特段の変化は見ら
れない。

個別的要因に変動はない。



鑑 定 評 価 書 年地価調査）　別記様式第６

宅地-1

基準地番号 提出先 所属分科会名 業者名

氏名 不動産鑑定士

鑑定評価額 円 １㎡当たりの価格 円/㎡

1 基本的事項

(1)価格時点 (4)鑑定評価日 (6) [ 年 1月] 円/㎡
路
線
価

路線価又は倍率 倍
(2)実地調査日 (5)価格の種類 正常価格 倍率種別

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

2 鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1) ①所在及び地番並びに ②地積 ⑨法令上の規制等

基
準
地

「住居表示」等 (㎡) ( )

③形状 ④敷地の利用の現況 ⑤周辺の土地の利用 ⑥接面道路の状況 ⑦供給 ⑧主要な交通施設との

　の状況 処理施   接近の状況
設状況

(その他)

(2) ①範囲 東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北 ｍ ②標準的使用

近
隣
地
域

③標準的画地の形状等 間口 約 ｍ、奥行 約 ｍ、規模 ㎡程度、形状

④地域的特性
特記

事項

街

路

交通

施設

法令

規制

⑤地域要因の
　将来予測

(3) 最有効使用の判定 (4)対象基準地

(5)鑑定評価の手法
取引事例比較法 比準価格 円/㎡

   の個別的要
   因        

　 の適用        収益還元法 収益価格 円/㎡

原価法 積算価格 円/㎡

開発法 開発法による価格 円/㎡

(6)市場の特性　　

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由 　  　   

(8) ① 代表標準地 標準地 ②時点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的 ⑥対象基準地 ⑦
内
訳

標
準
化
補
正

街路 地
域
要
因

街路

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

標準地番号   修正   補正   因の比   要因の 　の規準価格 交通 交通

  較 　比較 (円/㎡) 環境 環境

公示価格 画地 行政
[ ] 100 100 [ ]

行政 その他
円/㎡ 100 [ ] [ ] 100

その他

(9) ①指定基準地番号 ②時点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的 ⑥対象基準地 ⑦
内
訳

標
準
化
補
正

街路 地
域
要
因

街路

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

  修正   補正   因の比   要因の 　の比準価格 交通 交通

  較 　比較 (円/㎡) 環境 環境

  前年指定基準地の価格 画地 行政
[ ] 100 100 [ ]

行政 その他
円/㎡ 100 [ ] [ ] 100

その他

(10) ①-1 対象基準地の検討 ③ ［
一般的

］
対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

ら
の
検
討

継続 新規 価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

要  因

前年標準価格 円/㎡

①-2 基準地が共通地点（代表標準地等と
［ 地  域 ］

　 　同一地点）である場合の検討 要  因

代表標準地 標準地

標準地番号
［
個別的

］
公示価格 円/㎡ 要  因

②変動率 年間 ％ 半年間 ％

（令和 7 令和  7年  7月  7日提出

中村(県)-6

中村(県)-6 愛知県 愛知第１

株式会社クオリティアプレイザル

三宅　真吾

30,800,000 201,000

令和  7年  7月  1日

令和  7年  6月 15日

令和  7年  7月  4日 令和  7 155,000

名古屋市中村区並木１丁目１９８番
「並木１―１９８」

153

台形
1:2.5

住宅
ＬＳ2

一般住宅のほか、小
工場、倉庫等が見ら
れる地域

北6m市道 水道、
ガス、
下水

地下鉄八田
570m

準工
( 60, 200 )
準防

( 70, 200 )

50 60 50 30 低層住宅地

10 15 150 長方形

特にない。 基準方位北　　　
６ｍ市道

地下鉄八田駅
北西方570m

準工
( 70, 200 )
準防

周辺には工場や倉庫等も見られる住宅地域であり、特段の大きな変動要因はなく、当面は現状のまま推移していくもの
と予測される。

低層住宅地

201,000

134,000

／

／

方位 0.0

同一需給圏は中村区を中心とした地下鉄東山線、近鉄名古屋線沿線の住宅地域を圏域とする。周辺は中小工場や倉庫等
も見られる。名古屋駅からの距離に比して、土地価格に相対的な割安感があり、住宅需要は安定的に推移している。近
年では小規模な宅地に３階建の戸建住宅が増えている。ただし、建築費の高騰や金利上昇に伴う土地価格への影響が懸
念される。

対象地は戸建住宅を中心とした住宅地域に存する。一部賃貸共同住宅が見られるが、住宅地として居住環境を重視した
自用利用での土地取得が主である。収益還元法については、自用目的の取引が主となる地域であり、やや低廉に求めら
れた。以上より規範性のある取引事例から求めた比準価格を標準に、収益還元法を参考に留め、標準地との検討を踏ま
えた結果、鑑定評価額を上記の通り決定した。

■ □

名古屋中村-8

265,000

101.1

109.0 122.4

100.0
201,000

0.0

0.0

0.0

+9.0

0.0

0.0

-1.0

+3.0

+20.0

0.0

0.0

■ □

195,000

□ □

+3.1

建築費高騰、トランプ関税、金利上昇等、景気変動の不安材
料が多い。一部の地域では住宅市場において停滞感が出てい
る。

工場、倉庫も見られる住宅地域で、地域要因に特段の変動は
認められないものの、地価は堅調に推移している。

個別的要因に変動はない。



鑑 定 評 価 書 年地価調査）　別記様式第６

宅地-1

基準地番号 提出先 所属分科会名 業者名

氏名 不動産鑑定士

鑑定評価額 円 １㎡当たりの価格 円/㎡

1 基本的事項

(1)価格時点 (4)鑑定評価日 (6) [ 年 1月] 円/㎡
路
線
価

路線価又は倍率 倍
(2)実地調査日 (5)価格の種類 正常価格 倍率種別

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

2 鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1) ①所在及び地番並びに ②地積 ⑨法令上の規制等

基
準
地

「住居表示」等 (㎡) ( )

③形状 ④敷地の利用の現況 ⑤周辺の土地の利用 ⑥接面道路の状況 ⑦供給 ⑧主要な交通施設との

　の状況 処理施   接近の状況
設状況

(その他)

(2) ①範囲 東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北 ｍ ②標準的使用

近
隣
地
域

③標準的画地の形状等 間口 約 ｍ、奥行 約 ｍ、規模 ㎡程度、形状

④地域的特性
特記

事項

街

路

交通

施設

法令

規制

⑤地域要因の
　将来予測

(3) 最有効使用の判定 (4)対象基準地

(5)鑑定評価の手法
取引事例比較法 比準価格 円/㎡

   の個別的要
   因        

　 の適用        収益還元法 収益価格 円/㎡

原価法 積算価格 円/㎡

開発法 開発法による価格 円/㎡

(6)市場の特性　　

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由 　  　   

(8) ① 代表標準地 標準地 ②時点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的 ⑥対象基準地 ⑦
内
訳

標
準
化
補
正

街路 地
域
要
因

街路

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

標準地番号   修正   補正   因の比   要因の 　の規準価格 交通 交通

  較 　比較 (円/㎡) 環境 環境

公示価格 画地 行政
[ ] 100 100 [ ]

行政 その他
円/㎡ 100 [ ] [ ] 100

その他

(9) ①指定基準地番号 ②時点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的 ⑥対象基準地 ⑦
内
訳

標
準
化
補
正

街路 地
域
要
因

街路

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

  修正   補正   因の比   要因の 　の比準価格 交通 交通

  較 　比較 (円/㎡) 環境 環境

  前年指定基準地の価格 画地 行政
[ ] 100 100 [ ]

行政 その他
円/㎡ 100 [ ] [ ] 100

その他

(10) ①-1 対象基準地の検討 ③ ［
一般的

］
対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

ら
の
検
討

継続 新規 価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

要  因

前年標準価格 円/㎡

①-2 基準地が共通地点（代表標準地等と
［ 地  域 ］

　 　同一地点）である場合の検討 要  因

代表標準地 標準地

標準地番号
［
個別的

］
公示価格 円/㎡ 要  因

②変動率 年間 ％ 半年間 ％

（令和 7 令和  7年  7月  7日提出

中村(県)-7

中村(県)-7 愛知県 愛知第１

株式会社谷澤総合鑑定所中部支社

小椋　真一郎

24,200,000 175,000

令和  7年  7月  1日

令和  7年  6月 10日

令和  7年  7月  4日 令和  7 125,000

名古屋市中村区城屋敷町２丁目３８番２
138

1:2.5 住宅
Ｗ2

一般住宅、アパート
等のほか、農地等も
多い住宅地域

南5.5m市道 水道、
ガス、
下水

中村公園
1.4km

２中専
( 60, 200 )
準防

( 70, 200 )

60 60 45 40 低層住宅地

10 18 180 長方形

特にない。 基準方位　北　　
５．５ｍ市道

中村公園駅
北西方1.4km

２中専
( 70, 200 )
準防

一般住宅、アパート等のほか、農地等も多い住宅地域で、未利用地や農地等については今後宅地化が進むものと推察さ
れるが、当面は現状のまま推移するものと予測する。

低層住宅地

175,000

／

／

／

方位 +9.0

同一需給圏は中村区及び周辺区の環境条件が類似する住宅地域である。需要者は中村区内及び周辺市区町の居住者又は
建売等を行う不動産業者が中心である。最寄駅からやや距離があり、農地、未利用地が残る住宅地域で、地価の割安感
から一定の需要が認められる。周辺では建売分譲等において比較的高値での取引も確認されている。土地は１８０㎡程
度で３０００万円程度、新築戸建住宅は４５００万円～５０００万円程度が需要の中心となっている。

比準価格は中村区西部の住宅地に所在する取引事例を採用して求めたもので市場の実態を反映した客観的かつ実証的な
価格である。画地条件による制約より、合理的な賃貸物件の想定は困難であることから、収益還元法は適用しなかった
。対象基準地は画地規模から快適性を重視する戸建住宅用地としての取得が中心となるので、比準価格を採用して、代
表標準地との検討を踏まえ、鑑定評価額を上記のとおり決定した。

■ □

名古屋中村-8

265,000

101.1

109.0 153.4

109.0
175,000

0.0

0.0

0.0

+9.0

0.0

0.0

0.0

+12.0

+37.0

0.0

0.0

■ □

166,000

□ □

+5.4

不動産市場は堅調に推移しているものの、建築費高騰や世界
情勢、金利の動向等が不動産市場に及ぼす影響には注視を要
する。

最寄駅からやや距離があるものの、地価の割安感から一定の
需要が認められ、地価は上昇傾向にある。

個別的要因に変動はない。


